
いわゆる「共謀罪新法案」の国会提出の撤回を求める意見書（案） 

   

 報道によると、政府は今通常国会に過去３回にわたって廃案となった「共謀罪」

規定を含む法案を、「組織犯罪集団に係る実行準備行為を伴う犯罪遂行の計画罪」

（略称 テロ等組織犯罪準備罪）という名称で新設し、提出する意向とのことで

ある。 

 新法案においては、適用対象を単なる「団体」から「組織的犯罪集団」とし、

「目的が長期４年以上の懲役・禁錮の罪を実行することにある団体」としている。

さらに犯罪の遂行を「２人以上で計画した者」を処罰、「犯罪の実行のための資金

又は物品の取得その他の準備行為が行われたとき」という要件を付し、旧法案へ

の批判に配慮したとのことである。 

 しかし、新法案の「計画」と旧法案の「共謀」との差異は認められず、「準備行

為」に「その他の準備行為」が記載されているため、いかようにも解釈が可能と

なる曖昧で広範な概念である。処罰対象の限定とは考えられない。また、「長期４

年以上の懲役・禁錮の罪」の規定にしても、対象犯罪は現時点で６７６にも及ぶ。

「組織的犯罪集団」に関する捜査機関の恣意的解釈により、摘発対象はどこまで

も拡大される危険性を否定できない。 

 さらに、昨年の「刑訴法改正」により通信傍受の対象犯罪の拡大等が施行され

ている。「テロ等組織犯罪準備罪」との関連で、テロ対策の名の下に憲法の保障す

る一般市民の思想・良心及び表現の自由、通信の秘密やプライバシーの侵害が行

われ、「特定秘密保護法」とも相まって、民主主義を機能不全に陥らせる深刻な危

険性もある。 

 政府が主張する「テロ対策」であれば、わが国には組織犯罪対策法をはじめと

して組織犯罪を未然に防ぐ多様な制度をすでに備えている。「共謀罪」を導入しな

くても「国連越境組織犯罪条約」の批准は出来るのである。 

 政府においては、国民の人権を侵害し、刑法の基本原則をも否定するいわゆる

「共謀罪」新法案の国会提出の撤回を行うよう強く求めるものである。 

 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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